
lCl2 環境政策におけるエキスパート・ジャッジメントの 定量分析 
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    背景と目的 のための議論の 促進を図ることを 目的とする。 

科学技術と社会との 接点でほ，地球温暖化問題や 
2. 方法 

狂牛病問題のように ，不確実性をはらむがゆえに 利   

学者にも答えが 出せない [2] が ，今現在，公共の 場に 
主観的判断の 定量化方法として ，本研究では 意思 

2 1980 年代に進展したエキスパートシステム 開発の背景に ， 

' 環境省は，これらを 最も不確実性の 大きい排出係数の 一つ 専門家による 判断の頑健性・ 再現可能性・ 有用性への深い 信 
と 評価している [lL 。 頼があ ったことは明白であ ろう。 
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決定者の主観を 確率として取り 扱うことのできる べ ト ・ジャッジメントにお し 、 て ， リードオーサー も は 

イズ統計を利用する。 ベイズ統計では 通常， ヂ 一夕 出典 ヂ 一タ の 約 6,7 倍以上，論文換算で 40 本分以上 

を 取得する前の 主観を事前分布とし 得られた デ 一 の，不透明な 主観的判断を 下していたと 考えられる。 

タ から光度関数を 構成して，両者をべ ィズ の定理に 図 2  EF げ g におけるデータ と エキスパートジ 

従って統合し 総合的な結論であ る事後分布を 得る。 ヤッ ジメントの乖離 

本研究ではこのプロセスを 逆に辿る。 ェ キスパー 

ト ・ジャッジメントの 結論から事後分布を 構成した 300 

後，そこからデータに 基づく部分をべイズ 推計の逆 
囲 

算 によって除去し 残った部分をエキスパート・ ジ 200 

ャッ ジメントにおいて 専門家が事前に 有していた 主 

観 的判断として 定量化する ( 図 lL 。 この際，偏差 平 ・。 。 

方相等に課される 制約条件から ，事前分布の 仮想的           
な 標本数の範囲が 定まる。 本研究ではこの 仮想標本 

      
数 を用いて，主観的判断の 大きさを表すこととする。 0 ㏄ % 0 ㏄ % 1 00% 1 ⑧ % 2 ㏄ % 2 50% 3 ㏄ 折 

EF ㎏ 

図 1  本研究における 主観的判断 

子 一タ 0% 類 3 一 2. 結果② : E 「 ] のエキスパート・ジャッジ メ 
Ⅰ 的 質的 

リフアレンス ント における主観的判断の 定量化 

有り として 定 Ⅰ 化   第 2 の事例であ る E 肪は，回帰分析の 係数推定に 

主観的判断 該当する。 IPCC が出典として 示した 44 本の論文に 

抹し 
として 定 ユ化 

は ， 249 の標本が掲載されていた ( 図 3 上 ) 。 IPCC 

3 一 1 . 結果の : E 「 i5-9 のエキスパート・ジャッジ 図 3  E 軌におけるデータ 選別 

メントにおける 主観的判断の 定量化 
400 

第 1 の事例であ る EF5,9 は，確率分布の 母数推定   350 

に 該当する。 TPCC の結論であ る「 EFf,g の値は 1.5% 至 片 300 250 
とする」，「 EF5-9 は 0.3% ～ 6% の範囲の値をとる」             

の点線のような 分布となる。   50 

一方，出典として 示された 6 本の論文から 確認 い 00 

れた 187 標本より対数正規分布を 推定した場合， 図 窒素肥料の施肥 ユ ( 畦 wha) 

2 の実線で示されるような 分布となる。 このように 400 

350 

エキスパート・ジャッジメントの 結論と，その 根拠               

となったデータの 間に ， 大きなギャップが 見られる。             

これらに主観性定量化の 方法を適用した 結果， こ 圭， 。 。 
  150 

れらのデータから IPCC の結論に至るためには ， 最 S  .0 。 
低 でも 1249 標本分の重みを 持っ事前分布が 必要と 50 

00 

なることがわかった。 つまり EFs.9 の ェ キスパー   ' ㏄ 。 m  。 ㏄ ' ㏄ ' ㏄。 " ㏄ 

窒素肥料の施肥Ⅰ 億 ㌻ wha) 
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はこの全標本から 20 標本のみを採用して 単純回帰 

を 行い，その係数に 基づいて EFl 二 1.25 土 1.00(%) と 

結論して レ ) る ( 図 3  丁 ) 。 

これらに主観性定量化の 方法を適用した 結果， こ 

れらのデータから IPCC の結論に至るためには ， 最 

低 でも 170 標本分の重みを 持っ事前分布が 必要とな 

ることがわかった。 つまり EFl のエキスパート・ ジ 

ャッ ジメントにおいて ， リードオーサーらは 出典 デ 

一タの 約 0 ． 69 倍以上，論文換算で 30 本分以上の不 

透明な主観的判断を 下していたと 考えられる。 

4. 考察 

本 研究の提案する 手法では，出典として 示された 

データのみを 用いて，エキスパート・ジ ャソ ジメン 

ト における様々な 主観的判断を 標本数や論文教とし 

て 定量化できる。 ブラックボックス 化された ェ キス 

パート・ジャッジメントを ，本手法によって 外部か 

ら レビューすることが 可能となる。 

事例分析からは ，出典として 示され だ データより 

も ，主観的判断の 占める割合の 方が大きいと 考え も 

れるケースも 見られた。 このようなケースでは ， 既 

存の データの限界，意思決定のための 補正のあ り方 ， 

今後必要となる 追加的な研究の 方向性について ， 科 

学者は社会に 対し説明する 責任があ ると言える。 

エキスパート・ジャッジメントを 純粋な科学とし 

て 扱お う とすると，「判断するだけの 根拠がないのに 

判断してしまっている ( 牧野 [10]) 」という問題を 生 

む 。 しかし非専門家を 含むレビュア 一に対して参加 

0 機会が与えられるならば ，科学一非科学の 論争を 

避け，社会的なプロセスを 通じて公共的意思決定に 

用いることを 正当化する道筋も 生まれる。 公共的 意 

思 決定と専門性の 関係について ，本研究が新たな 可 

能 性を広げることとなれば 幸甚であ る。 
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